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本研究では，サプライチェーンネットワーク(SCN)上に存在する不確実性に注目し，不確実性下での最

適なサプライチェーンネットワーク設計に寄与するモデルを提案する．製造業者，卸売業者，小売業者，

消費市場，物流業者の分権的な意思決定や行動の相互作用を考慮した既存の記述型モデルに，不確実性を

表現する変数を明示的に導入し，期待残差最小化法（ERM法）を解法として用いることで，不確実性に対

して最も頑健なサプライチェーンネットワークを導出する．この最適化モデルから得られる結果を既存の

記述型モデルから得られる結果と比較することで，最適化モデルの基本的な性能を検討したうえで，各種

費用のばらつきに対する数値計算を通じて，不確実性下でのSCNの最適状態について基礎的考察を行う． 
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1. はじめに 

 

現在では，サプライチェーンネットワーク(supply 

chain network: SCN)の効率的な形成，すなわち，サプ

ライチェーンマネジメントが，企業の重要な戦略とな

っている．それゆえ，SCN 上で生じる現象，例えば，

商品の流動や活動主体の行動を記述することが，行政

側の物資流動発生メカニズムや物流施策の効果把握，

および，企業側の施策理解につながる．多段階の複数

主体の分権的な意思決定や主体間の行動の相互作用を

考慮したうえで，SCN 上で生じる現象を記述する方

法論に，サプライチェーンネットワーク均衡(supply 

chain network equilibrium: SCNE)モデル（例えば，文献

1)）がある． 

SCN 上には，輸送時間，原材料調達，商品需要な

ど，多数の不確実な要因が存在する．不確実性を考慮

した SCNEモデルについては，商品需要の不確実性を

考慮したモデル 2)-5)が開発されているが，不確実性を

確定論的な SCNEの枠組みで取り扱っているに過ぎな

い．Liu and Nagurney
5)は，費用の不確実性も取り扱っ

ているが，商品需要と費用のばらつきに対して，SCN

上で生じる現象の変動を記述しているだけである．後

述の SCN 全体の均衡条件が示すように，不確実性が

存在する場合には，一意に決まる均衡解は一般に存在

しない．そこで，本研究では，SCNE モデルを基にし

て，各種費用や商品需要のばらつきに対して SCN 全

体が最も頑健であるような，最適状態を算定するモデ

ル，すなわち，不確実性下での SCN の最適化モデル

を提案する．SCN 全体の最も頑健な状態を把握する

ことは，堅牢な SCN 形成に向けての輸送基盤整備な

どを検討する際の一助となるものと考えられる．不確

実性下での SCN 最適化の既存研究（例えば，文献

6),7)）については，個々の企業あるいは企業体の SCN

に関するものであり，本研究のように複数企業からな

る SCN全体の最適性を検討する研究は見られない． 

本研究では，SCN 全体の効率性を総余剰（消費者

以外の主体の利潤と消費者余剰の総和）で計測し，不

確実性に対して総余剰の変動が小さい SCN を「不確

実性に対する頑健性が高い SCN」と定義する．最も

頑健な状態，すなわち，最適解は，不確実性を表現す

る確率変数を用いて定式化した SCNEを，期待残差最

小化法 8)
(ERM 法： Expected Residual Minimization 

method)を用いて求解することで導出できる．構築し

た最適化モデルと， 記述型の既存の SCNE モデル

（以下，従来モデルと称する）を，不確実性に対する

頑健性の観点から比較することにより，構築したモデ
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ルの基本性能を確認するとともに，各種費用のばらつ

きに対する数値計算を通じて，不確実性下での SCN

の最適状態について基礎的考察を行う． 

 
 

2. 不確実性下でのSCNEの記述 

 

図-1 のように，寡占的で単一の流通段階を有する

SCN を仮定し，5 主体（製造業者，卸売業者，小売業

者，消費市場，物流業者）の意思決定を，既存の

SCNE モデル 9)に基づいて記述する．SCN 上には I 個

の製造業者，J 個の卸売業者，K 個の小売業者，L 個

の消費市場および H 個の物流業者がいるとする．既

存モデルとは異なり，各主体の費用や消費需要に不確

実性があると仮定する．なお，式中の“ * ”は均衡解を

意味する． 

 

(1) 定式化 

a)製造業者の行動 

製造業者の行動は，利潤最大化を目的関数として，

以下のように表される． 
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subject to  jhqhij ,0    (2) 

ここに， 
1

hij  :製造業者 i から卸売業者 j への販売価格 

hijq  : ij 間における物流業者 hの輸送量 
1Q  : hijq を要素とする HIJ次元ベクトル 

if  :生産費用のばらつきを表す確率変数 

ig  :施設費用のばらつきを表す確率変数 
ijc

  :取引費用のばらつきを表す確率変数 

),( 1 if

i Qf   :製造業者 iの生産費用関数 

),( 1 ig

i Qg   :製造業者 iの施設費用関数 

),( 1 ijc

ij Qc   : 製造業者 iと卸売業者 jの取引費用関数 
5

hij  :ij間の輸送における物流業者 hの運賃 

生産費用には材料の調達・保管の費用や設備費等も

含まれる．取引費用には運賃以外の取引に関する費用

が，施設費用には土地代や維持管理費が含まれる． 

生産費用関数，施設費用関数，取引費用関数が連続

かつ凸であり，すべての製造業者の最適性条件が同時

に成り立つ場合，この問題は以下の変分不等式を満た

す HIJRQ


*1 を求める問題と等価である． 
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図-1 モデル化の対象とする SCN 

 

式(3)の左辺の乗算記号前の角括弧内の関数を 1

hijF と

表し，ベクトル値関数 JjIiHhhijFF  1,1,1

11 )(  とす

る．また，  11 QX  ， ),,(1 ijii
cgf   とする．こ

のとき，式(3)は，以下の空間， 

  HIJRQQK  111    (4) 

において， 

　　 11*111*11 ,0][),( KXXXXF   (5) 

を満たすような点 1*1 KX  を求める問題となる． 

b)卸売業者の行動 

卸売業者 j の行動は利潤最大化を目的関数として以

下のように定式化できる．  
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khqihq hjkhij ,0    ,,0   (8) 

ここに， 
2

hjk  :卸売業者 jから小売業者 kへの販売価格 

hjkq  :jk間における物流業者 hの輸送量 
2Q  :qhjkを要素とする HJK次元ベクトル 

jc
  :保管費用のばらつきを表す確率変数 

jg
  :施設費用のばらつきを表す確率変数 

jkc
  :取引費用のばらつきを表す確率変数 

),( 1 jc

j Qc   :卸売業者 jの保管費用関数 

),( 1 jg

j Qg   :卸売業者 jの施設費用関数 

),( 1 jkc

jk Qc  :卸売業者 jと小売業者 kの取引費用関数 
6

hjk  :jk間の輸送における物流事業者 hの運賃 

保管費用関数，施設費用関数，取引費用関数が連続

かつ凸であり，すべての卸売業者の最適性条件が同時
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に成り立つ場合，この問題は以下の変分不等式を満た

す JHJKHIJRQQ 


),,( **2*1  を求める問題と等価であ

る． 
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(9) 

式(9)中の γj は式(7)についてのラグランジェ乗数で

あり，γは γjを要素とする J次元列ベクトルである． 

式(9)の左辺第 1項から第 3項までの乗算記号前の角

括弧内の関数群をそれぞれ， 222 ,, jhjkhij FFF と表し， 

KkJjIiHhjhjkhij FFFF  1,1,1,1

2222 ),,(  と表されるベク

トル値関数を定義する．また， ),,( 212 QQX  ，

),,(2 jkjj cgc
  とする．このとき，式(9)は，以下

の空間， 

    JHJKHIJRQQQQK 

  ,,,, 21212       (10) 

において， 
22*222*22 ,0][),( 　　 KXXXXF   (11) 

を満たすような点 2*2 　KX  を求める問題となる． 

c)小売業者の行動 

小売業者 kの行動は，卸売業者と同様に，利潤最大

化のもと，以下のように定式化できる．  
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ここに， 
3

hkl  :小売業者 kから消費市場 lへの販売価格 

hklq  :kl間における物流業者 hの輸送量 
3Q  :qhklを要素とするHKL次元ベクトル 

kc  :保管費用のばらつきを表す確率変数 

kg  :施設費用のばらつきを表す確率変数 

klc  :取引費用のばらつきを表す確率変数 

),( 2 kc

k Qc  :小売業者 kの保管費用 

),( 2 kg

k Qg   :小売業者 kの施設費用 

),( 3 klc

kl Qc  :小売業者 kと消費市場 lの取引費用 
7

hkl  :kl間の輸送における物流事業者 hの運賃 

保管費用関数，施設費用関数，取引費用関数が連続

かつ凸であり，すべての小売業者の最適性条件が同時

に成り立つ場合，この問題は以下の変分不等式を満た

す KHKLHJKRQQ 


),,( **3*2  を求める問題と等価であ

る． 
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δk は式(13)についてのラグランジェ乗数であり δ は

δkを要素とする K次元列ベクトルである． 

式(15)の左辺第 1 項から第 3 項までの乗算記号前の

角括弧内の関数群をそれぞれ, 333 ,, khklhjk FFF と表し， 

LlKkJjHhkhklhjk FFFF  1,1,1,1

3333 ),,(  と表されるベ

クトル値関数を定義する．また， ),,( 323 QQX  ，

),,(3 klkk cgc   とする．このとき，式(15)は，以

下の空間， 

    KHKLHJKRQQQQK 

  ,,,, 32323                  (16) 

において， 
33*333*33 ,0][),( 　　 KXXXXF   (17) 

を満たすような点 3*3 　KX  を求める問題となる． 

d)市場における消費者の行動 

需要関数が連続であるとし，消費市場 l では以下の

均衡条件が成立すると仮定する．  
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ここに， 
4

l  :消費市場 lでの市場価格 
4  :ρ

4
lを要素とする L次元ベクトル 

ld  :消費需要のばらつきを表す確率変数 

),( 4 ld

ld   :消費市場 lの需要関数 

均衡状態において，式(18)と式(19)は，全ての消費

市場について満足される必要があり，これらの均衡条

件は，以下の変分不等式を満たす LHKLRQ 


),( *4*3 

を求めることに等しい． 
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式(20)の左辺第1項から第2項までの乗算記号前の角

括弧内の関数群をそれぞれ， 44 , lhkl FF と表し， 

LlKkHhlhkl FFF  1,1,1

444 ),(  と表されるベクトル値関

数とする．また， ),( 434 QX  ， ld 4 とする．

このとき，式(20)は，以下の空間， 

    LHKLRQQK 

 43434 ,,   (21) 

において， 

　　 44*444*44 ,0][),( KXXXXF   (22) 

を満たすような点 4*4 KX  を求める問題となる． 

e)物流業者の行動 

物流業者 hの行動は，利潤最大化のもと，以下のよ

うに定式化できる． 
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subject to  
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ここに， 

hg    :施設費用のばらつきを表す確率変数 

hw    :運行費用のばらつきを表す確率変数 

),,,( 321 hg

h QQQg  :物流事業者 hの施設費用 

),,,( 321 hw

h QQQw  :物流事業者 hの運行費用 

施設費用は，土地代や整備・維持管理などに要する

費用である．運行費用は，輸送手段の運行に要する費

用であり，輸送手段の固定費用も含まれる． 

施設費用関数と運行費用関数が連続かつ凸であり，

すべての物流業者の最適性条件が同時に成り立つ場合，

この問題は以下の変分不等式を満たす ),,( *3*2*1 QQQ

HKLHJKHIJR 

 を求める問題と等価である． 
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式(25)の左辺第1項から第3項までの乗算記号前の角

括弧内の関数群をそれぞれ， 555 ,, hklhjkhij FFF と表し， 

LlKkJjIiHhhklhjkhij FFFF  1,1,1,1,1

5555 ),,(  と表される

ベ ク ト ル 値 関 数 を 定 義 す る ． ま た ， 
),,( 3215 QQQX  ， ),(5 hh wg   とする．このとき，

式(25)は，以下の空間， 

    HKLHJKHIJRQQQQQQK 

 3213215 ,,,,  (26) 

において， 
55*555*55 ,0][),( 　　 KXXXXF   (27) 

を満たすような点 5*5 　KX  を求める問題となる． 

 

(2) SCN全体の均衡条件 

均衡状態においては，各主体の最適性条件，および，

消費市場の均衡条件が同時に満たされる．変分不等式

における和と各成分との関係 10),11)を考慮すれば，SCN

全体の均衡条件は，最適性条件と均衡条件の和，つま

り，式(5),(11),(17),(22),(27)の和で表され，以下のよう

になる．  
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),,,,( 54321 FFFFFF  ， ),,,,( 54321    

),,,,( 54321 XXXXXX  ， },,,,{ 54321 KKKKKK 

と表すと，式(28)は，以下のように書ける． 

KXXXXF  　,0][),( **    (29) 

式(29)は， X が非負であるので， 

0),(,0,0),( **** 
T

XXFXXF   (30) 

を満たす *X を求める問題，すなわち，確率的相補性

問題に変換できる．この問題に対して，NCP 関数は，  
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であるから， 

)),,(min()),,(( ****

nnnnn XXFXXF    (32) 

で与えられる min関数を用いれば，確率的相補性問題

を次の連立方程式にて等価に表すことができる． 
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確率的相補性問題においては，全てのに対して式

(33)を満たす解 *X ，すなわち，SCN 全体の均衡解は，

一般に存在しない． 

 

 

3．最適設計モデル 

 

(1) ERM法 

確率的相補性問題の解法として，ERM 法が提案さ

れている．ERM 法は式(33)の期待残差を最小にするよ

うな X を求める解法であり， 

]),([Min
2

XE
X

    (34) 

KX tosubject    (35) 

と表せる．しかし，式(34)の期待値計算は困難である

ので，確率変数 を準モンテカルロ法で離散近似し

たサンプル点 },,1),,{( mipv ii  を利用して，以下の

近似問題に帰着させる． 

i

n

i

i
X

pvX

2

1

),(Min 


    (36) 

KX tosubject    (37) 

ERM 法は，均衡状態との残差を最小化するので，

得られた解は，確率変数のどの値が生起したとしても

均衡状態からの乖離が最小になる解である．よって，

ERM 法で求まる解は，式(28)が満足されるものではな

いので，本研究が対象とする複数主体の分権的な意思

決定や主体間の行動の相互作用を考慮する問題におい

ては，各主体の意思決定の基で自然に到達する解では

ない．換言すれば，主体間の協力や何らかの外力がな

ければ，各主体の意思決定は，ERM 法による解が表

す状態には到達しない．したがって，SCNE を ERM

法を用いて求解することは，SCN 上で生じる現象を

記述するための方法論にはあたらない． 

 

(2) 総余剰最大化 

SCN 上の総余剰は，生産者余剰（製造業者，卸売

業者，小売業者，および，物流業者の利潤）と消費者

余剰の和である．消費者余剰は以下の式から求まる． 
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ld ：需要関数の逆関数 

ここで，SCN 全体の総余剰最大化問題を定式化す

ると，次のようになる． 
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生産費用関数，保管費用関数，施設費用関数，取引

費用関数，運行費用関数が連続かつ凸であれば，この

問題は，次式の問題と等価である． 

     

   

   

     

   

   

   

 

























































































































 



  

  

  

),(
,,,

,,,,

,,,

,,,,

,,

,,,,,,

,,

,,,

1 1

1*

*3*2*1

1 1 1

*3*2*1*3

*

*3*2*1

*3*2*1

**

*2

*2

1 1 1

*2

*

*3*2*1*3*2*1

*

*1*1

1 1 1

*1*1*1

l

h

hkl

h

h
jk

kk

hh

jj

ij
ii

d
H

h

K

k

hkllk

hkl

w

h

H

h

K

k

L

l hkl

g

h

hkl

c

kl

hjkhjk

hjk

w

h

hjk

g

h

jk

hjk

c

jk

hjk

g

k
H

h

J

j

K

k hjk

c

k

hijhij

hij

w

h

hij

g

h

j

hij

g

j

hij

c

j

H

h

I

i

J

j hij

c

ij

hij

g

i

hij

f

i

qd
q

QQQw

q

QQQg

q

Qc

qq
q

QQQw

q

QQQg

q

Qc

q

Qg

q

Qc
qq

q

QQQw

q

QQQg

q

Qg

q

Qc

q

Qc

q

Qg

q

Qf






















 (43) 

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 1634



 

  

   

 

  LKJHKLHJKHIJ

kk

K

k

H

h

L

l

hkl

J

j

hjk

jj

J

j

H

h

K

k

hjk

I

i

hijhklhkl

RQQQ

qq

qqqq





  

  



















































  

  

4321

*

1 1 1

*

1

*

*

1 1 1

*

1

**

,,,,,

0







 

ここで，式(28)の左辺の項の一つである，下記の変分

不等式に着目する． 
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式(44)が最適性条件となるような最適化問題を定式化

すると， 
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となる．需要関数
ld が単調減少関数であることに注

意して，式(45)を変形すると， 
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となる．この最適化問題に対する最適性条件は以下の

ようになる． 
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式(44)が式(47)に変換されること，および，式(28)に

おいて， 4 はラグランジュ乗数の役割を果たしてお

り，式(28)の第三項の 4

l は )(
1 1

1

  

 H

h

K

k hkll qd に内包

されることから，式(28)は式(39)に変形できる．つま

り，SCN 全体の均衡条件式は，総余剰最大化問題の

最適性条件と同じである．よって，均衡状態において

総余剰が最大となるため，均衡状態からの乖離が最小

であれば，総余剰最大の状態からの乖離が最小という

ことになる．ERM 法により得られた解は，確率変数

のどの値が生起したとしても，総余剰最大の状態から

の乖離が最小であり，不確実性に対して最も頑健な

SCN であること，すなわち，頑健性の観点からの最

適な SCNに相当するものと考えられる． 

 

 

４．数値計算 

 

(1) 問題設定 

 上記の最適化モデルを用いて，図-2 に示すような

仮想的な SCN を対象にして，基礎的な数値計算を行

う．計算に際して，関数形とパラメータ値を決めてお

く必要がある．これらに関しては，既存研究 1),3),9)で使

用されている関数形を参考にするとともに，国内企業

の物流費用調査 12)の結果と整合するようにパラメー

タ値を調整した．調整の際には，記述モデルの使用が

適切であることから，確率変動の平均値が用いられる 

 
図-2 計算対象とする SCN 

 

と仮定した従来モデル 9)を使用した．なお，2 章で定

式化したモデルから確率変数 を消去すれば，従来

モデル 9)と等価となる． 

本研究で使用する各関数は下記の通りである． 
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表-1 hklhjkhij  ,, の設定値(h=1,2共通) 

i＼j 1 2 3 

1 3 4.5 6 

2 2 1 5.5  

j＼k 1 2 3 4 

1 1 2 4.5 7.5 

2 2 1 2.5 5.5 

3 7.5 5.5 3.5 1  

k＼l 1 2 3 4 5 

1 1 2 4.5 7.5 9.5 

2 2 1 2.5 5.5 7.5 

3 4.5 2.5 1 3.5 6 

4 7.5 5.5 3.5 1 2.5 

 

 

図-3 総余剰分布の比較 
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hklhjkhij  ,, や hklhjkhij  ,, の設定についても，既

存研究 1),3),9)
 を参照した． hklhjkhij  ,, については，同

一都市間，および，小売業者と消費市場間を 0.12 に

設定し，それ以外は 0.1 とした． hklhjkhij  ,, は，平

均輸送時間や陸海の実勢運賃の相違を考慮し，都市間

が同一都市内よりも大きくなるように設定した．

hk lhj khi j  ,, の設定を表-1 に示す．以降，従来モデル

を用いた計算ケースをケース 0とする． 

 

(2) 最適化モデルの性能の基礎的検討 

 従来モデルから得られる結果と，本研究で構築した

最適化モデルから得られることを比較することにより，

最適化モデルの方が，不確実性に対して頑健であるこ

とを確認する． 

 原材料調達に不確実性があることを想定して，生産

費用において確率変数 if を導入する．確率変数 if

が対数正規分布に従うと仮定し，標準偏差を平均値の

30%とする（ケース 1）．ケース 0 とケース 1 の総余

剰分布を比較した結果が，図-3 である．図-3 は， 

if が確率分布に従って変動する場合に，両モデルか

ら得られる総余剰を比較している．このとき，99%区 

表-2 標準偏差と総取引量の関係 

標準偏差(%) 総取引量 ケース 0からの乖離 

5 520.6 -1.6 

10 516.4 -5.8 

15 509.6 -12.6 

20 500.5 -21.7 

25 489.5 -32.7 

30 476.6 -45.5 
 

表-3 取引量の変化（ケース 0からの変化率） 

製造＼卸売 福岡 広島 東京 

上海 4.8% -5.2% 5.2% 

広島 -17.3% -0.1% -20.7% 

 

間の総余剰の値域は，ケース 0 では 26010.2～69224.7，

ケース 1では 27168.0～68343.3であった．このことか

ら，最適化モデルの方が，従来モデルよりも総余剰の

変動が小さく，ばらつきに対して頑健であると推察さ

れる． 

 

(3) 不確実性の大きさの影響分析 

原材料調達，輸送時間，消費需要，保管費用に不確

実性があることを想定し，それぞれの標準偏差を変化

させることにより，費用変動の大きさが SCN の最適

状態に与える影響を分析する（ケース 2）．輸送時間

については，運行費用に不確実性が存在すると想定し

て， hw を変化させる．原材料調達，運行費用，消

費需要の不確実性を表す lh dwfi  ,, については，標

準偏差を平均値の 5%～30%の間で変化させる．保管

費用の不確実性を表す kj cc
 , については，消費需要

の不確実性表す ld の確率分布を合成して表現する． 

表-2 より，標準偏差が大きくなるほど，最適状態

とケース 0が乖離し，総取引量が減少することが見て

取れる．この結果は，SCN 上の不確実性が大きいほ

ど，最適な取引量が小さくなることを示唆している． 

 

(4) 不確実性の大きさが相違する場合 

 不確実性の大きさは，同一業種内で異なることが考

えられる．本ケース（ケース 3）では，原材料調達の

不確実性を対象に，図-2 において，上海の製造業者

の生産費用の標準偏差を平均値の 5%，広島の製造業

者の生産費用の標準偏差を平均値の 30%と設定して，

不確実性の大きさが相違することについての影響分析

を行う． 

 表-3 は，それぞれの製造業者について，ケース 0

からの総取引量の変化率を示したものである．このと

き，総取引量については，ケース 0 の 522.2 からケー

ス 3 では 502.0 へと変化した．不確実性の大きい広島

の製造業者では，ケース 0に比べて取引量が大きく減

0
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確
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少している． 

 

 

５．おわりに 

 

本研究は，SCN 上に存在する不確実性に注目し， 

確率変数を導入して，SCN 最適化の手法を提案した． 

既存の SCNEモデルに基づいて定式化を行い，解法に

ERM 法を用いることで，不確実性に対して総余剰の

ばらつきが最も小さくなるような，頑健な SCN を算

定した．このモデルは，既存の SCNEモデルと比較し

て，確率的なばらつきを明示的に扱うこと，および，

解法が異なることにおいても，新規性がある． 

各種費用や消費需要のばらつきに伴う総余剰の変化

に注目し，既存の SCNEモデルから得られる結果と比

較することにより，総余剰の頑健性という観点から，

最適化モデルの妥当性を確認した．さらに，基礎的な

数値計算を行い，不確実性が大きくなるほど取引量を

抑制する方が有利であることなどを確認した． 

 

謝辞：本研究の一部はJSPS科研費15K06251の助成を

受けたものである． 
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